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近年、企業の ソフ ト化が進行す るなか、財務諸表に占め る無形 資産 の価値は ます ます増
大 してい る。無形資産の価値の増大 は、,1980年代 中頃か ら生 じて きた傾 向であ るが、 これ
は2つ の経済事 象の相 互的 な効果 に よる もので ある1との 指摘 が あ るt'(Lev[2001]p.9)。
第一の要因は、貿 易の グローb'1レ化 と鍵 となる経済 セクター(た とえぽ、電 話通信、電気、
運輸、金融サー ビス)に おけ る規制 の緩和 な どに よる企業競争の激化であ る。 そ して、第
二の要因は、 インター ネ ッ トに代表 される ような情報技術時代 の到来である。 従来の製造
業 を中心 とす るハー ド産 業において は、:有形 資産の所有が経営 活動 を支えて きた。'それ に
対 し、通信 に代 表 される ソフ ト産業で は、有用資産 よ りもむ しろ知的財 産に代表 され る無
形資産が 企業の経営 を左右 し、 さらに、 ソフ ト産業界の競争 の激化 は、知的財産の さらな
る発達 を もた らす結果 となった。 そのなか で、企業 はいかに企業価値 を創造す るか によ り
高い関心 を有す るよ うにな り、企業価値 その もの を高める経営 を 目指 して活動が なされる
ようになった。その際、 企業価値創造の源泉 は有形資産か ら無形 資産へ と転換 され、無形
資産 こそが企業価値の 決定因子 となってい ったのであるω。),
企業 にお ける無形資産 の価 値の増 大 は、時価 簿価 比較か ら見 て取 るこ とがで きる。財務
諸表 におけ る純資産 の簿価 と、市場 における投資者 などの評価 を反映 した株価 との差額は、
企業の財務諸表に表示 しきれていない企業価値 を知る一つの指標 とな るぶ時価 簿価比較 に
よる数値 の差が と りわけ大 きいの は、サ → ビスや 人的資本、ピ知的財産 を中心 と して活動拡
大 を図る二a－ エ コzミrと 呼 ばれ る産業形態 においでで ある。T
L;たとえばい米国 にお ける通信 量大手のAOLの純資産 の簿価 は、株価のわずか3,3%であ
った とされる。 また、 コカ ・コーラ社の簿価 は、株価の7.9%となづで いる6'rそれ・ts,は対照
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的に、・物 的資産へ の依存 度が高い企業、たとえば、・大手書店のボーダrス では、薄価が株
価の70%近'くにな っている(ア ーサ1"アンダr.セン:一[2000]息29)。換言す れば、高い株
価 を示す ソフ ト産業ほ ど簿価は低 く、なってお り、そ して簿価 と時価 との隔 た りは、貸借対




務 会 計 基 準 書 第142号,・「の れ ん及 びそ の他 の無 形 資産 」.(StateπienfofFinancial
AccountingStandardsNo.142.Goodw‖landO出erIntangible、A蕊ets;以下、・SFAS142と
呼ぶ)で ある。両 基準の適用によ り、'無形資産sと りわ けボ企業結合 によ≒て取得 した無
形資産の分類が厳格化 されることになったポつ まり、従来のれん ど・し〔C忙括的 に処理 され
ていた無形資産の うちg「法規準」・または丁分離可能性規準」1(SFAS1411para.S9)'を満たす
もの は○のれん どは分離 して別個の項 目名 を付し無形 資産として計上 しなければな らなぐ
なった♂
また、英国においても無形資産 をめれんか ら分離 じよヴとする 同様の傾向がみ られ る。
ただ し、英 国のアプロ■チ は米国における もの とは若干異なるポ米国では、財 務諸表の透
明性 を重視す ることか ら上記の処理が求め られることとなったのに対 し、英 国では、・買入
のれん と自己創設のれんの取扱 いの整合性 か ら、のれんと無形資産の分離が求め られ るこ
ととなった。英 国においては、従来、買入のれんは取得時に株主持分か ら直接的 た控 除さ
れて きた。 しか しい近年、い買入のれんの金額が巨額化 しズ;きてお り・、1企業 を取得する と同
時に重要なプラ シ ドを取得 してい るこ とか らのれん とブラン ドを分離 レ ブ ラン1ドを資産
として計上で きるか否かが問題 どな り、 これが識別可能 な無形資産 の検討につ なが つてい
ったとされる(岡 田 、〔1998]p.80)b
:両国におけるアプロニチの違いこそあれ、のれんの巨額化 に伴 い識別可能な無形資産 を
分離 し・計上 しようとす る傾向はい共通 してみ られる点である。.、た だ し、無形 資産をのれん
と分離することは容易でないこ とは確かである。SFASI41では、識別可能 もしくは分離可
能 な無形資産の具体的な項 目につ いての例示 を行bて いるが[(SFAS141,A;Para.14>、実際
上.一果た して この ように 分離計上す:ることができるか どうかは疑問が残 るところ=であるb
米 国では、 企業結合において取得 され た商標権 、特 許権 、取 引機密'(trade・secrets)、
ライセ シズ契約 などの知的財産(intellectdalproperty);は、'のれんと分離 して計上す るこ
とが求 め;られ てい る6そ れに よiり1監査 」～や企 業 財務 担 当重 役;』(cofpotatefinance
eXeξUtlves)L、はい企業結合 の会計処理における無 形 資産の区別 に留 意する必要が生 じた
(JamesandCynthia[2002]p.75)。しか し、その一方で新たな基準 が適 用)さ;れる:ことに
なっでもし償却 負担 を避けるため取得原価の ごく『部分 しか無形資産 に配分せず1'・.取得の
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ために支払6た 多額 のプ レミアム額 をのれん として報告 してい る企業 もみ られる'1(」鱒 βs
ahdlCynthiall2002]p.i76)。無形資産の価値の 重要性 は認識 されつつ も無形資産 を分 離 し
計上する己とへの実務的な対応はなかなか進まない現状にあるどいえるご、'
⑫!無 形資産会計基準,t認識要件'
米 国 にお ける無形 資産 会計基準 と して はLSFAS141及び142が存在'3一る。SFAS.141・は、
企業結 合によ り取得 した無形資産に関 して規定 してお1り、SFAS142はs企業結合以外のケ
、」ス・で無形 資産 を取得 した場合 に適用 され る'(SFAS142,tpAra.4)。無形資産の議論 に入 る
前 に、i定義付 けを行 う必要があ るであろ う。J
.無形資産 とは、1「物 理的 な実態 を有 していない資産で金融商品以外の資産上 と定 義 され
る:(SFAS1⑫Appendix・'B27)。1そして、その うえで概 念報 告書'第5号丁財務諸 表の認識
及び測 定 ⊥・(Stateme'nt・of'FihicallAceoUhtingConceptS':No.5,・Recog㎡ition、and
Meおur6mentihFinancialStatemehtofBuさinessEhte巾riSes,以下CSFAC第5号と呼ぶ)
に示 された資産の認識要件 に適合す る場 合にのみ 計上が認め られている(para.63)。sすな
わちい資産の定義、・測 定可能性、 目的適合性、信頼性 の4要件である②。
花 の要件 を満たな さ:ない場合s"すなわち、・明確 に区別で きない も,e)や、1使用可 能年 数を
決定で きない ものい もしくは、継続 企業 に内在 し企業全体 に関連する無形資産 を自己創設
した リピ維持 、ごまたは修復 した りするための原価 は 発 生時 に費用処理 されなければな ら
ない:(SF!AS142,patat10)。
};⊥九:IAS第38号 「無形 資 産」(htさmatiobalA■co㎞nti血gSぬndardsNα381Accbtinting
f6r・.Tritahgibles,以下sIAS38と呼 ぶ)「1によれ ば∵無 形 資 産 は 、1物理 的 客体 の な い識別 可 能
な非 貨 幣性 資 産 と され ・ そ じて ・ 識 別 可 能 性 ・'支配 ぐ経 済 的 便 益 ¢3つ の要 件 を満 たす も
の と定 義 され て い る(IAS38,para7)。識 別可 能 性 とは、他 の 資 産か ら分離 可 能 であ る か否
か を意 味す る。 米 国 と同様 に、 分 離 可 能 で あ る か 否 かcま た はs－法 的権 利 であ るか 否 か を
判 定IU・i条件 に 適合 す れ ば 識 別 可 能 と され る司IAS381Para11)よ・また 、.:こで 支 配 とば ↓
そ の 資 産 か らの 経 済 的便 益 を独 占的 に 享 受 で き・ か つ 第三 者 を排 除 で きる状 況 をい う'6そ
して 、、経 済 的 便 益 と は い 無 形 項 目か らも た ら され る キ ャ ッシ ュ匂・プ ロト「を意 味 じてお り.、,




{SFAS142,para9》。;また ∵i`IAS38によ れ ばi.無形 資 産 の 当 初 認 識 は 、.原価 に よる こ七 と さ
れ る(IAS38.par江21)6i
無 形難 樋 定する際に用暗 公正価醐 の錠 方法としでユ 体的1:'1ま以下の3ロの
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ア プ ロ ー チ が 存 在 す る 。 す な わ ち 、tマー ケ ッ・ト,1・iアブ ロrチ(Market'aPproach)、{イン
カ≡ アブnrチ(i・c卿eaPP「〉)及 ㌍ ス ト ●ア プローチ(…t・ppr…h)・であ る・
、第三 に、'マー ケ ッ ト ・ア プ ロざ チ とは 、,市場 取 引に基づ い て評価 す る方 法であ る。・この
方法は、将来のリスクを反映tて おり;,容易に客観的な評価が－epliる6し茜Ll無 形資産ソ コ シ ホ
に怜 ては醗 姉t/,i{P・ti・e:'恒・rk・t)搾在し靭 ことカS多く・繍 嘩 難 鱗:ど
は流 質されるこ研 ある胞 ども・取引齢 少ないうえに個々の唄 ごと闇 象となる
資産の内容が大きく異なるたiOl:ある取引の価格からSijな資産の市場価値を類推ずるごと
`難しいとされる(G・d・nandSmit柏994]PPi7σ172)パの抽 ∴実蹴 ≡ 殉
ト ・アプ ロー チ を適用 で きるケー スは限定 され るこ とに なる。







所 を 有 し て い る(GordonandSmith[i994]pp.164-170)。.`∴ 、
第三に、コス ト・アプローヂとほ、無形資産の取得に要 したコス トピ当該無診資産を評
価 す る方法 であ る。外 部か ら購 入 した 資産 で あれ ば、.対価 と して支払 りた 金額 、泊 社 で開
発 した資産 であれ ば 開発 に要 した金額 が コス トとなる((iOrdonandSmith[1994]pp.IM)。
'以下 で は
、,これ らの方法 を適 用 した場合 の 無形資 産の評 価の 例 を検 討する こ、どにす る。
3.無形資産の評価
(1):d:ンカム ・アヴ ロ;一.チによる商標権 の評価
第一 に、・イ'ンカム ・アプ ローチ に よる無 形 資産の評 価例 と して商標 権 ・.「(trade・natne)を
取b上 げ る;(Michaeletal[2002]pp.59-62)。商標権 につ いて は、L・市場 が存 在 しない こ と
か らマー ケ ッ ト ・1アプ ロ〒 チは採 用 で きず 、;また、'コス ト ・ア プ ロごチ を採 用 しよ う と し
た場 合、商標 名 を作 り上 げ るため にかか っ た関連す る・コズ トのすべ て を正確 に認 識す る必
要が 生 じるが 、実際 上 これ は不可 能 であ る。 そ こで、 商標権 につ いて は、'、イ…ンガム ・ア プ
ローチ を変形 した ロ.イヤ リテ ィ免除法(tieliefftOmroyaltymethod)が採 用 され る。・ロイ
ヤ リテ ィ免 除 法 は、 企業 の経 営 者が 商標 権 を利用 す る正 当 な権 利 を有 してい ない場 合 に{
商標権 の使 用権 を有 して い る経 営者 に対 して代 金 を支 払 わね ばな らない こ とを前 提 と して
い る。
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将来の完工高予測'・'∵
















図表12001年12月31日時点の商標権 の価値f単 位:千 ㌦)
t":一:一 一 ・
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1出所 】Micha61etalt[2002]p.63の図 を一部 修 正 。・::'
、?
‥
ここで計算上、企業が有 している商標権 は一つ とじ、企業のずべでの製品やサ ービズが
xとい う商標名で販売 されてお り、 この商標名 によって各主要製品が識別で きると仮定す
る。 ロイヤ リテ ィ免 除法 は、商標名の価値 を税引前の企業利益 にロイヤ リデ ィ率4%を乗
じたもの と同等 とみなす。 この ロイヤ リテ ィ率は、市場 において観察されたロイヤ リテ ィ
率や企業の利益が保持 される比率分析 を考慮 し選定 ざれ る。市場 によれば、1%～10%と
なつてお りi、平均 で4%となってい る。 そ して、 ロイヤ リテ ィを 支払 う十分 な利益 を計上
じていることが前提 となっている。
'この例において
、商標名の公正価値 は、2002年か ら2ioO6年の5年間のロイヤ リテ ィの公
正価値 に5年経 過後 の残存価 値の現 在価 値 を加算 し、1それ に償 却利益L(a㎡ortizatiOn
bene信t)《4)rを加えて算定 され る。'16%とい うリタ・…:ン率は.t,商標 名が企業全体で有するリ
ス クを反映 した もの となっ ている6こ の計算 によ り商 標権の公正価値はご.23J760,000㌦
と算定される。
(2)コス ト ・アプ ロー チ に よる顧客 名 簿 の評価
つ ぎに、 コス ト ・ア プ ローチ に よ る評価 例 と して顧 客 名 簿(custαherbase)につ い て
取 り上 げ る(Michaelさtal[2002]pp.5657}。
















2001 5,010,000 246% 123,246 4
2000 5.307ρ00 2.26% 119,938 5
1999 4β48,000 4.46% 216,221 4・
合計 15,165,000 459,405 13
公正価値の算定
税引前販売 費合計 一新規顧客に対す るもの 三
・ 減算:.税金(40%)
税引後の販売費 ・一新規顧客 に対す るもの 一
割算:1999-2001年新規顧客数 －t
新 規顧客1人当た りの取替原価

















【出所1MichaeleLal[2002]p.SSの図 を一 部修 正。、
顧客名簿を評価す るためにはコス ト・アプローチが使 用 され る。その場合、新 しい顧客
を獲得す るために支払った販売費 を識別す るこ とが必要になる。新 しい顧客 と既存 の顧客
に対する販売 費の区別は、:おお まか なもの になる。具体 的には、,販売fSム の時間を40%
は新規の顧客獲得のたあの時間、、60%は既存 の顧客の ための時間 というように分けること
になる。iもしくは、慨 存の顧客 に対する販売 費、販売員、販売部が明 らかで あ り、1それ以
外の ものは新規の顧客に対 する ものであることが明確 な場合があ るか もしれない。,
、顧客名簿の取替原価を算定ず るため、ぐ具体 的には内部用の財務諸表及び部門別の売上表
などに より1999年か ら2001年まで にっ】・ての 各年度の販売費総額が算定 され る。Lこれ らの
うち 、・新規顧客 に対する販売費 を決定するため各年度の販売費総額に対 して新規顧客 によ
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る売 上 割 合 を乗 じる こ と に な る。 そ の 結 果 、2001年は123,246㌦、、2000年は119938㌦、`
1999年は216,221㌦となる。 そ して、13件の新規顧客 が獲得 されてい る三1件当t、りの新規
顧客獲得 費用 を全体 数で ある261に掛 ける と、取得 した顧客名簿の取 替原価5,533,983v.が
kまる.とれに胸 椎 を加えt、6,49・卿 ㌧が嚇 名簿の公正雌 と紘
シ シ 　
③ 無形資産の測定と信頼性
無形資産につ・・てはぼ 魔 纈 件のつ として信頼髄 も江 離 できるこ渉 勅
られている//IA$38.patia.19)。ここで信頼性とは、情報を利用しようとする人が確信をも
ってその情 報に依拠す ることを可能にす るような情報の特性 である(SFAC2.用語解説)こ
そ して、信頼性は、検証可能性 と表現の忠実性 、 さらに中立性 か らなっている。検証可能
性 とは、「測定著聞の合意 を通 じて、情報がその表現 しようとす るものを表現 しよう.とし
てい るこ と、 または誤謬 もしくは偏向 もな く測定方法が選択適用されていることを保証す
る能力」 ときれる(SFAC2,用語解 説)。表現の忠実性 とは、;fある測定値 また は記述 と、
それらが表現 しようとする現 象 とが対応 または一致す ることをい うb」'(SFAC2,para63)。
そ して、 中立性 とは、「あ らか じめ定め られた結果 を達成 し、 または特 定の行動様式 を導
き出す こ とを意図 した偏向が報告情報 に存在 しない こと」(SFAC2,用語解 説)と される。
そ こで、無形資産の評価 に使用 され る各アプローチについて測定の信頼性 につ いて検討す
る必要がある。
測定の信頼性か らすれば、マーケ ッ ト・アプローチが最 も適切であ る6金 融資産の よう
に高度に発達 した市場 が存在 し、常 に売 買 ・換 金等 で きるシステムが存在 している場 合、
市場価格 は公正 な評価額 と:なり、検 証可能性 や表現 の忠実性 をそ なえた数値 となるか らで
ある。 しか し、無形資産 には金融資産にみ られる ような市場は一般的に存在 しないがその
ため、マ ーケッ ト・アプローチは、無形資産 の測定にそ ぐわない とされる。
であるな らば、無形資産の評価は、 インカム ・アプローチ もしくは コス1ト・1アプロ㌣チ
に拠 らざるを得ない。 インカム ・アプ ローチ は、将来のキャッシュ ・フロー見積額を現在
価値に割 引いて評価す る方法 であ り、資産の定義に最 も適合 した測定方法であると いえる。
前述 した商標権 についてみ ると、～資本化にあたつては、将 来の売上の予測や資産の賃貸期
間、資 産の将来にわたる:有用性に関す るリスクい ロイヤ リテ ィ支払いの安定性が考慮 され
なければ ならない。 ロイヤ リテ ィの 料率 につ いて は、洞 種 の資産につ いで市場での第三者
間取引で支払 われ るロイヤ リテ ィとの比較か ら導 き出 さなれることになる。 しか し、'将来
の売上 については予測で しか過 ぎず、.商標権 の有用性が想定 した期間 において永続す ると
いう確証ぱ まδた ぐない。また、・割引率の決定には恣意性が介入するこどは避け られない。
この ように、+ロイヤ リティ免除法に よる場合いその計算はあ くまで多 くの 見積 もり数値に
依存せ ざるを得ずいそこか ら算定 される数値 にり いて信頼性の点で問題が ある どいえる。
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そ れゆ え、,数値の信 頼性 を高め るため にはい 無形資産が もた らす将 来の経済 的便益の 額、
その持続 す る期 間、・期待 される経 済的便益の実現 に伴 うリズクの大 きさ、経 済的便益 の将
来の趨 勢(増 加か 減少 か):にっいて よ り精度の高い情報が入手で きるか どうかが鍵 となる
(前田[2003]p81)。
、Pスト ・tアプ ローチ についてみればs過 去 の支出額に基づいてい る とい う点で適用が容
易であ る とい う利 点 を有 してい る。 しか し、無形資産の取得 お よびその活用か ら得 られる
将来の経済的便益 の額 が評価 額 に反映 され ない とい う問題点があ る。ま だ、・それ を享受 し
うる期間(耐 用年 数)と い った要素が コス ト ・アプローチでは考慮 され ない点 も問題 であ
る。 さ らに、この手法 は、:当該 コス'トとその経済的便益 との時間的 な乖 離が大 きい とい う
点 に特徴 があ り(白 石[1997]p.10)、その ため陳腐化に よる価値 の減損が生 じて も1、そ
れ を資産価値 の評価 に反映 させ ることが困難であ る場合が多い と される6こ れ らの特徴点
か らす れば 、過去 の支出額 によ り適用が比較的容易な点では、検証可 能性 を有 して いる と
言え るが、・、減損 等 を認識 で きない点 を考慮す る と表現の忠実性 という点か ら不充分で ある
と考 え る。そ のため、 当該 方法か ら信頼性 を有す る測定値 を導 き出す こ とは困難 であ り、
よろ て、、i当該 方法は単独 で用い るよ りも、e他の方法 と合わせて評価 額の検証 を行 う際 に利
用 され るのが有効 な利用 方法 となる。 ・t、1'tL-・:、 ○
・いずれの方 法に よらて も、資産 と して認識す るに足 る十分 な信頼性 を有 して いる とは言
い難い状況 にある といえ よう。その結果"無 形資産の測定可能性 、・す なわ ち測定の信頼性









































られ るごとになる とされ る。それ ゆえ、 国際 会計基準審 議会が業績報告プ ロジ己 タ トで提
案ず るような全資 産の再測定 とい う従来 の システム を覆す ような方法の導入が期待 される
ことにな り(桜 井[2004]p.38)、全 く新 た な認識 と測定 に よる会計 システムが必 要 とさ
れ ることになる。 ∵.、 ・、=、'㌧`'
しか し、 この よ うな新 たな計算 システムの構築 まで時 間が必 要 とされる ごとを考慮すれ
ば、丁次善の策 と して財務 諸表の注記 に よ り、つ まり、.認識 は されないが意思決定 に有用 な
情 報 と して開示す るこ とが 妥 当な処理 となるだろ う♂ 岡 田(岡 田 、[2003]P.2)は、1現在
の貸借 対照表 は、維持すべ き資本 を貨幣 的資本 とお㍉てお り、}企業側 か ら企業価 値 を提供
す る もの とは なっていない ことか ら知的財産 のオ ンパ ラ ンズ化 には反対 の見解 を示 してい
る。あ'ぐまで、IR活動 の一貫 として情 報 を提 供すべ きであ ると述 べてい る。1また、!知的財
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産 の価 値 評価 と開示 につ い て実証 的な観 点 か ら研 究 を行 った桜 井:(桜井`[2004]pp;193・
207)は・株蹄 財務繊 に計上されてい如 ブ7ザ 騨 をsaめた情報↓こ靹 ←てい
ることを実証継 として示してい1輪初 結果から、企紬 値評価のすべてをア剃 スト
に委ねるのではなく～ブラン ド価値もあくまで注記情報として開示すべきであるとヤ・う見
解 を示 して い る。
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この報告様式 は、 目的適合性 と信頼性 を中心 に財務報告 の様式 を示 して いる点で、情 報
提供機能 を重視す るFASBめ姿勢 に沿 った財務 報告形式 となってい るい現 行の財 務報告制
度 は、意思決定 に有用 な情 報の提供 を最大の課題 ど しなが ら概念 プレ』ム ウー クの認識要
件 に拘束 され るあま リボ利用者が真に必要 と してい る情報 が適切 に提供 されない状 況にあ
る と い え る。:情報 利 用 者 の 立 場 か ら財 務報 告 の改 善 を検 討 した ヅェ ンキツ ズ報 告 書
てAICPA[1994]ImprovingBusihessRep6rting-ACu8tbmerF㏄Us,'以下;'ジェ ンキ
ンズ報告書 と呼 ぶ)は この点 につ いてボ深い関心 を示 し、情 報提 供者 の反省 を迫 って いる』
なぜ なち、`情報提供者 はご利用者が真に どの ような情報 を必要 と しているか とい う己 とよ
毎 も、・む しろ現在の概 念 フ レ」 ム ワー ク と整合す る程度 に基づ いて情報 の報告 を改善 して
い ご ゲどす る考 え方 を もつのが通例だか らであ るゴ この よう な状 況に対 しジェツ キ ンズ報
告書 は、概念 フ レーム ワー クの存在 を重視す るあ ま り、財 務報告 が情報 要求 と密接 に関連
付 け られな くなってい くとい う危険性(こ の危険性 は急激 な変革 の時代 に あらて情報 要求
が進展 し、概念 フ レー ムワー クがそれについていけ ない場合 に特 に高 くな る)を 伴 うも の
であ り、 また、会計専 門家がかか る概念 フ レーム ワニクに縛 られてぷ真 の 目標 を見失 うよ
う.になつ て しま う危険性 、:をも伴 ケ もの であ る ど述 べ 、 内在す、る問 題 を指 摘 して いる
(AICPA[1994]b:11)。
この よ うな状況 を打 開す るため に考案 されたのが本報告様式 といえる。'有用な情 報を提
供す るため には 磐石の概 念 フ レー ムワー クの構 築が必要 であるが 、我 涛 は概 念 ワ レ」ム
リ÷ クの重要性 を認識す るにあ たって、情報要求 に対応 した開示ぺ の分 析 ・評価 をこれか
らますま す研 ぎ澄 ませ ていか なけれ ばな らない。
5.結び
本稿では、まず産業構造の変化のなかで無形資産の重要性が高まってきた点について述
一 無形資産の測定と財務報告をめ.ぐる問題点 一 33
べ、現在の財務報告制度によれば;無形資産についての開示が不十分である点にめいて盲
嚢:ζ潔 講 翻 ξ鷲ri麟罐翼翼ぎが『
また、無 形資産を資産として認識する際には、概念プレ}ムワークの認識要件をみたす
必要があったが、その際、測定可能性と信頼性とが重要な鍵となった。つ まり、資産の定
義に鹸 亡都 ても磯 鴫 でな疏 ばこ糎 財癬 表に報計 るこ跳 困難ぱ らbで
あら。
・そこで、・イ 〕ζカム,・アプロ・一チに よる商標権 とコス;ト・・ア プローチ による顧 客名簿の具
体的 な評価方法 を取 り上げ、':各方法について測 定の信頼性 とい う点か ら考察 を行った。各
細 意おい熾 恣意蹴 積も嫌 疾 ぷ ξゼ 鱗鞠 む:汲問が
残り、財務諸表へ計上ナるためには計算において使用きれるデータの精度を高める必要が
ある点を指摘 した。
そのた蔭 締 鯖 を騨 静 水解 櫛A鯛 示す㌍ ζ{樋難であるが無 形鯖 た
関する情報の有用性の高さを考慮すれば次善の策として、'財務諸表に対する注記情報とし
て開示することが妥当であることを述べた。現在の取得原価主義を基礎どする財務報告シ














.IF分類するどvそ れ らの企業価値への影響が1978年と,1998年の烹㌣一夕Eでは逆転す ることが明 らかに
なった とされる。つ まり、1978年には企業価値のほとんどは有形資産で説明飽きていたのに対 し、
凸20年後に'はむ しろ無形 資産のほうが企業価値を決定 していることが発見 された.(伊Pt、'加賀谷
[COOI]pp、5《)」51)。
・(2},ここ,で認識とは、,{「ある項 目を資酷 負債い収益、費 用またはこれらに類する・ものとしてs:企業の
1㍍ ÷ 経'・ 理 ・;:'i知.織 一← 」:
財務諸表 に正式 に記録す るカ、、'または記載 す るプ向セ ス」 ど定義 される,;(SFAC5,pa臨6)∴.、t、tt
③ 苧 で邸 騨 娘 禦 は 応 手ζ獅 穀 叩 で堺 砂 騨 鱒 雛 市醗 桝 恒 岬




(宇目熱 や 嘩 卿r葺韓秀省芦 姫㍊ 蜘岬 産雌羊緯 、繍 砺陣 脚 ら
「知的財産情報開示指針概要」が公表され、知的財産の開示に向けての積極的な取組みがなされてト
,じ・る(http://www.meti.90jp/kohoSys/pr色ss/)。"
、(6).'たとえ1ま∴ メ…ル クな どの医薬品会社あ革新 的製 品fettカ・・コー ラ社 のプ ラン"F'ts'どを認識する こと
は不 可能なので あゐ亘 またも.新興 傘寒やサー ドズ会社 に:とρ て,・最 も重要な資産であ る知的財産や
,・。人醐 歎 ξ蝉 顕 頸 飾 対臓 に畔 や 軒口 横 繍 告の嘩 さらに深批 難
・か ると縦 でいる 酬m・ ・】 ÷, .t
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